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運動・身体活動と公衆衛生５

「日常生活における生活活動評価の重要性｣

独国立健康・栄養研究所 健康増進プログラム

エネルギー代謝プロジェクトリーダー

田中 茂穂

1. ｢健康づくりのための運動基準2006」の特徴

厚生労働省は，2006年に「健康づくりのための運

動基準2006」および「健康づくりのための運動指針

2006（エクササイズガイド2006）」を策定した。そ

の特徴の一つは，“運動”と“身体活動”それぞれ

について，生活習慣病の予防に必要な基準値を提示

したことである。海外では，CDC/ACSM が1995
年に，“運動”から“身体活動”を対象に切り替え

たガイドラインを出している1)。しかし，日本のガ

イドラインで，運動に限らない身体活動全体をここ

まで重視したのは，今回が初めてである。

なお，身体活動とは，「骨格筋の活動により安静

時よりも多くのエネルギー消費を伴う身体の状態」

であり2)，とくに健康増進や体力の維持・増進を目

的とした計画的・組織的で継続性のある“運動”と，

それ以外の余暇・家事・仕事からなる“生活活動”

に大別できる。

2. 身体活動によるエネルギーは，一日当たりの

エネルギー消費量の平均30％程度

一日当たりのエネルギー消費量（total energy ex-
penditure：TEE）を基礎代謝量で除して得られる

身体活動レベル（physical activity level：PAL）は，

一般におよそ1.4から2.2の幅に分布する3)。PAL
は，食事に伴う熱産生（食事誘発性体熱産生）も含

んでいるものの，主に身体活動量によって決定され

る。日本人における PAL の平均値である1.75から

逆算すると，基礎代謝量は TEE の約60％に相当す

る。食事誘発性体熱産生を TEE の約10％と仮定す

ると，身体活動によるエネルギーは，平均30％程度

（PAL の1.4から2.2に対応する範囲：およそ20～

45％）に相当する。また，一般に PAL の標準偏差

は0.2を越える。標準的な体格であれば基礎代謝量

は1,400 kcal/日程度なので，このばらつきはおおよ

そ±300 kcal/d（標準偏差）に相当する。測定誤差

を考慮するために，分散の半分が真の個体間活動と

仮定しても，おおよそ±220 kcal/d となる。

3. 運動が一日当たりのエネルギー消費量に占め

る割合は小さい

運動習慣によって大きな個人差はあるものの，運

動が TEE に占める割合は，一般に小さい。最も多

い運動形態はウォーキングであるが，たとえば，運

動として30分間の速歩を週 5 回実施しても，それに

よって付加されるエネルギーは，一日当たりに換算

するとおよそ(4－1)×30×5÷7≒65 kcal にしかな

らない。これは，TEE のわずか 3％程度である。

しかも，国民健康・栄養調査4)によると，1 回30
分以上の運動を週 2 日以上実施している人は，おお

よそ30％程度でしかない。30分未満の運動あるいは

週 1 回の運動を実施している人がいる一方で，上記

の30％の人の何割かは，週 2 回程度しか運動を実施

しておらず，残りの 5 日は運動を実施していないか

もしれない。

こうして考えると，TEE に占める運動の割合

は，平均して 3％かそれ以下である可能性は非常に

高いと考えられる。身体活動のエネルギーが TEE
の約30％程度であるので，「身体活動の大部分は，

運動以外の身体活動である」と考えられる。

4. 運動以外の身体活動（NEAT）とは？

運動以外の身体活動（Nonexercise activity ther-
mogenesis：NEAT）は，必ずしも新しい概念では

ない。しかし，NEAT に関する論文5)が1999年に

Science に掲載されたのをきっかけに，国際的に注

目されるようになっている。

NEAT は，姿勢の保持（座位や立位を含む）や，

掃除・洗濯を含む家事，買い物・通勤などにおける

歩行，庭仕事などの余暇活動，仕事中における荷物

の運搬など，低～中強度を中心に様々な活動が含ま

れる6)。

NEAT の構成要素として ˆdgeting（そわそわ動

き）も含まれる。ヒューマンカロリメーター（エネ

ルギー代謝測定室）内でも 100～ 800 kcal /日の

NEAT が報告されている7)。日常生活については，



475475第55巻 日本公衛誌 第 7 号2008年 7 月15日

この 2～3 倍程度のバラツキとなるが，両者には有

意な相関がみられる8,9)。

様々な対象者における DLW 法の結果に基づいて

推定すると，NEAT は最大で一日に2,000 kcal 程度

にまでおよぶと考えられる6)。

5. NEAT が肥満予防に果たす役割

NEAT は，平均値や変動幅が大きいだけでな

く，肥満にも関与している可能性が示唆されてい

る。先に述べた論文で，Levine は，1 日1,000 kcal/
日もの過食を 8 週間続けるという実験を行った5)。

その1,000 kcal/日がどのように利用されたかを，身

体組成やエネルギー消費量の測定値から推定した。

その結果，平均して39％が体脂肪に変わっていた

が，その次に割合が大きかったのは，運動以外の身

体活動であった。また，この過食実験により体脂肪

が増加した割合に大きな個人差がみられたが，この

個人差と関連していたのは，基礎代謝量や食事誘発

性体熱産生の変化量ではなく，NEAT の変化量で

あった。すなわち，過食した時に，NEAT が増加

するかどうかによって太るかどうかが決定されると

いう結果であった。

Levine は，その後，肥満者と非肥満者で，日常

生活における姿勢とエネルギー消費量を比較し

た10)。その結果，肥満者は平均して座位の時間が約

2 時間半長く，それによるエネルギー消費量の差は

352 kcal/日に及ぶと推定している。また，肥満者が

やせたり非肥満者が太ったりしてもその傾向は変わ

らなかったため，遺伝的に姿勢が決定されているの

ではないかと考察している。

最近，客観的な測定装置（IDEEA）を用いて，

日常生活における姿勢別の所要時間を肥満女性と非

肥満女性との間で比較した結果が報告された11)。そ

の結果も，Levine らと同じく，肥満者の座位時間

が非肥満者より約2.5時間/日多いというものであっ

た。以上のように，NEAT も肥満と関連している

可能性がある。

一方，高齢者において，二重標識水（doubly la-
beled water：DLW）法により評価した身体活動量

が多いほど総死亡率が低かったという縦断的な研究

結果も，最近報告されている12)。

6. 歩行以外の身体活動

現時点では，身体活動，とくに NEAT を正確に

定量化することは難しい6,13)。その原因の一つとし

て，歩行以外の身体活動が，これまで十分に考慮さ

れなかったことがある。

ヒューマンカロリメーターで運動を含まない生活

を送ると，PAL は1.3～1.4程度である14)が，1.75程
度の PAL となるようにするには，約80 m/分程度

の普通歩行を約 3 時間程度行う必要がある15)。しか

し，標準的な歩数から推定すると，1 日に歩いてい

る時間（室内歩行を含む）は 1～1.5時間程度にし

かならない。したがって，日常生活においては，必

須活動と歩行以外に，残りの1.5～2 時間程度の普

通歩行に相当するだけの身体活動があるはずであ

る。現在市販されている歩数計タイプの加速度計を

用いた場合，DLW 法と比較して，平均しておよそ

20％（10～35％以上）も TEE が過小評価される13)

のは，こうしたことが主な理由であると考えられる。

ちなみに，若年男性における TEE の平均は約

2,500 kcal/日である。また，先に述べたように，身

体活動に要するエネルギーは，平均して TEE の約

30％である。したがって，歩行以外の身体活動に要

するエネルギーは，おおよそ500 kcal/日，身体活動

のうちの約 2/3 に相当すると考えられる。これだけ

のエネルギーを見過ごすのは問題だと思われる。

7. 歩行以外の身体活動の評価

このように，運動や歩行より絶対量やバラツキの

大きい NEAT，あるいは歩行以外の身体活動も重

要であると考えられる。これまでの加速度計では歩

行と歩行以外を区別できず，歩行・走行で検討した

加速度からの推定式は，家事などの生活活動

（lifestyle activity）を過小評価する傾向にあった16)。

その結果として，歩行時の加速度とエネルギー消費

量との関係式から TEE を推定すると過小評価する

のに対し，生活活動から得られた関係式を用いる

と，必ずしもそうではないという報告もある17)。

その解決策が模索されているが，我々は，3 次元

加速度計を用いて，両者を区別する方法を検討して

きた。歩行・走行時は，速度・強度が大きくなるほ

ど，特に垂直方向の加速度が大きくなる。それに対

して，生活活動では，水平方向に比べ垂直方向の値

はそれほど大きくならない。そこで，垂直方向と水

平方向の加速度の比を用いて，歩行・走行タイプと

生活活動タイプを判別する方法を考案した18,19)。そ

の後，オムロンヘルスケア株と共同で，より優れた

判別法を見出し，製品化に成功した（Active style
Pro HJA-350IT）。これは，歩行では身体の傾斜の

変化がないのに対し，生活活動ではあることを利用

したものである。これを用いると，先に述べた

TEE の過小評価もほぼ解決する。

このように，加速度計により身体活動強度を正確

に推定するためにも，また，身体活動のタイプを客

観的に評価するためにも，歩行と歩行以外の身体活
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動を区別することは重要である。

8. NEAT の客観的な評価の必要性

質問紙法は，二重標識水（DLW）法などの妥当

基準と比較すると，平均値が一致することはあるも

のの，多くの場合，相関は弱い20,21)。したがって，

集団の平均値を推定することは可能であっても，個

人間差をみるには適当ではない。そのため，たとえ

ば身体活動量と生活習慣病のリスクとの関連を検討

するような場合には，Wareham ら22)や Blair ら23)も

述べているように，質問紙法よりは，加速度計や歩

数計，DLW 法などの，より客観的で正確な方法を

用いる方が望ましい。もちろん，これらによる身体

活動量評価の妥当性が保証されていることが前提で

あるし，質問紙法の更なる工夫も必要である。

まとめ

以上，本稿をまとめると以下の通りである。

身体活動の大部分は，運動ではなく，運動以外の

身体活動（NEAT）である。

NEAT の個人間差は非常に大きい。

歩行より歩行以外の身体活動の方が多い。

したがって，従来関心がもたれてきた運動や歩行

だけでなく，NEAT や「歩行以外の身体活動」

にも着目する必要がある。

質問紙調査では個人間差を十分にとらえられない

ので，疫学調査でも，加速度計や歩数計，DLW
法など，なるだけ客観的かつ正確な方法を用いる

必要がある。

正確な方法を用いて調査することができたら，

「やはり NEAT より運動が，あるいは歩行以外の活

動より歩行が重要だ」という結果が得られるのかも

しれない。しかし，絶対量や個人差が大きいにも関

わらず，NEAT および歩行以外の身体活動につい

て，これまで十分に注目されてこなかっただけに，

今後は，これらの評価法や肥満・生活習慣病との関

連を検討していく必要がある。

次回は，「運動行動からみた健康支援；運動疫学

から社会疫学への展開」について，九州大学健康科

学センターの熊谷秋三先生にご報告いただく予定で

す。
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